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はじめに：
LIXILのインパクト戦略における環境戦略の位置付け

　LIXIL は、自社の成長と持続的な価値創造の基盤である事業を通じ、地球環境
と社会に対してインパクト（良い影響）を拡大しています。LIXIL’s Purpose（存在
意義）「世界中の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実現」を追求することにより、
環境、社会、ガバナンス（ESG）への責任を果たすことにとどまらない活動を推進
しています。
　LIXIL は、インパクト戦略における 3 つの優先取り組み分野の一つに「水の保全
と環境保護」を定め、2020 年 3月期には「LIXIL 環境ビジョン2050」を策定し
ました。「Zero Carbon and Circular Living（CO₂ゼロと循環型の暮らし）」を
掲げ、実現に向けて「気候変動対策」「水の持続可能性の追求」「資源の循環利用
の促進」を重点領域に定めています。全重点領域を推進する共通の基盤として、
製品イノベーションによるライフサイクルを通じた CO₂排出や水使用などの環境
負荷の低減、全社の環境マネジメント強化に加えて、各領域に深い関連性を持つ
生物多様性の保全にも取り組んでいます。これらの取り組みを推進することで、
2050年※1 までに事業プロセスと製品・サービスを通じてCO₂の排出を実質ゼロ※2

にし、水の恩恵と限りある資源を次世代につなぎます。

　LIXIL は、水まわりと建材製品のメーカーとして、自社のみならず社会全体の
CO₂排出量削減をはじめとした環境課題の解決に貢献できると考えています。
　自社の責務として環境負荷を低減するとともに地球環境と人びとの暮らしにより
一層大きなインパクトをもたらすために、2023 年 3 月期に環境戦略を更新しまし
た。更新された戦略では、「事業プロセス」「自社バリューチェーン」「インパクトの
拡大」の 3 つのフェーズに分類し、新たに定性的・定量的な中期目標を設定してい
ます。また、2026 年 3 月期には、一部の中期目標を進捗を鑑み更新、および
ビジョン達成に向けた新たな中期目標を設定しています。従来の責任の範囲を超
え、インパクトの創出を目指す当社は、今日と未来を見据えた包括的なアプローチ
を通じて、各事業領域において社会と環境に対して生み出すインパクトの最大化を
目指します。

※1 本文中に記載している表記「2030 年」「2050 年」は、同年に始まる年度を示しています
※2 当社のネットゼロ目標はSBTiネットゼロ認定を取得しています。これは、2050年までに Scope 1, 2, 3 の温室効果ガス
排出量を 90% 削減し、10% 以内の残余排出量を炭素除去によりゼロにすることと定義されています

水の持続可能性の追求
節水や水の循環利用、浄水技術などを通じて、水の環境価値を創造する

資源の循環利用の促進
循環型社会への変革に貢献し、限りある資源を未来につなぐ

気候変動対策
事業プロセスと製品・サービスによる温室効果ガスの排出を実質ゼロにする

詳細：水の保全と環境保護

目標と取り組みの詳細はこちら

https://www.lixil.com/jp/impact/environment/environment_detail.html#strategy
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/environment_detail.html
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気候変動、自然資本および生物多様性を含めた環境
課題に関する情報開示（TCFD・TNFD提言への対応）

マテリアリティの適用

自然関連課題がある地域

開示のスコープ

一般要件

気候変動

　すべての事業におけるバリューチェーンの「上流」「直接操業」「下流」を対象とし
ています。

自然資本および生物多様性

　TNFD が提唱する LEAPアプローチに基づいて、ウォーターテクノロジー事業、
ハウジングテクノロジー事業、リビング事業のバリューチェーンで発生するプロセス
と Science Based Targets Network （SBTN）が開発した自然への影響が大き
い原材料リストである High Impact Commodity List（HICL）に該当する原材
料に対して、ENCORE※1 を用いて自然への依存度と影響度を整理し評価を行い
ました。
　その結果、分析対象スコープはバリューチェーンにおける「上流」「直接操業」、
対象原材料は、ウォーターテクノロジー事業、ハウジングテクノロジー事業、リビ
ング事業それぞれの主要製品の原材料である「アルミ」「銅※2」「セラミック」「木材」
とし、HICL に該当する原材料の 90％以上を評価の対象としています。

　LIXIL は、2019 年 3 月に気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）へ
の賛同を表明した後、2023 年 12 月に自然関連財務情報開示タスクフォース
（TNFD）が開発したフレームワークに沿った開示意思を表明する「TNFD Early 
Adopter」に登録し、2024 年 3 月期報告より両フレームワークに基づいた
TCFD・TNFDレポートの開示を行っています。TCFD・TNFD の提言を踏まえ、
気候変動、自然資本および生物多様性が LIXIL に及ぼすリスクと機会を特定・評
価し、執行役会・取締役会へ報告・協議をした上で、環境戦略に反映させる取り
組みを進めています。

　LIXILでは、自然資本および生物多様性に関する課題が事業拠点の地域性によっ
て異なることを認識しています。直接操業の全拠点と原材料の生産地（可能な場合
は最上流の鉱山・森林など）を対象として評価を実施し、地域性を踏まえた自然へ
の依存・影響の把握とリスク・機会の検討を行うことで課題の対応に取り組んでい
ます。

　LIXIL は、「世界中の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実現」という Purpose
（存在意義）を達成するため、環境や社会へのインパクトと、短・中・長期にわたり
自社の財務状況に及ぼすインパクトの 2 つの観点から評価を行うダブルマテリアリ
ティ・アプローチを採用し、自社の持続的成長や企業価値向上に向けて取り組むべ
きサステナビリティに関する課題を、重要課題に位置付けています。
　LIXILの Purposeを追求する上で、インパクト戦略の優先取り組み分野の一つに
「水の保全と環境保護」を定めるとともに、以下の 6 つを環境分野の重要課題に
位置付けています。

• 気候変動対策

• 資源の循環利用の促進

• 環境マネジメント

• 水の持続可能性の追求

• 製品イノベーション

• 生物多様性の保全

• 製品イノベーション
• 環境マネジメント
• 生物多様性の保全

詳細：LIXIL が取り組む重要課題

※1 UNEP-WCMC（国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター）らが開発した企業の自然への影響や依存度の大き
さを把握するツール

※2 原材料における銅は主に銅合金を使用しており、銅およびその他の合金材料（亜鉛など）も分析対象としています。本
稿中では銅に関連するほかの金属も含めた原材料を総称して「銅」としています

https://www.lixil.com/jp/impact/strategy/issues.html
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他のサステナビリティ関連の開示との統合

　LIXIL のマテリアリティである「生物多様性の保全」は、環境戦略における3つの
重点領域である「気候変動対策」「水の持続可能性の追求」「資源の循環利用の促進」
に共通する基盤です。それぞれが相互に関連しているため起こり得るトレードオフ
を確認するために統合的な開示に取り組みました。
　LIXILでは、2022年3月期報告よりTCFD 提言に基づいたレポートを発行してお
りましたが、2024 年 3 月期報告からはこれまでの気候変動を含む環境課題に関す
る情報開示に包含されている自然関連課題の情報を TCFD・TNFD 提言に関連付
け、開示を統合しました。

検討される対象期間

　本レポートでは、短期、中期、および中長期の時間軸で、依存・影響、リスク・機
会を評価しています。短期は 3 年以内、中期は「LIXIL 環境ビジョン 2050」の実
現に向けた中期目標や Science Based Targets の目標年、また「昆明・モント
リオール生物多様性枠組」のグローバルターゲットである 2030 年までの期間、
長期は 2031年～ 2050 年までの「LIXIL 環境ビジョン 2050」実現の期間として
います。

　LIXILは、自然資本および生物多様性を含めた環境課題が、人権や地域社会と深
い関わりを持っていることを認識しています。
　従業員やお客さま、サプライヤーなどのビジネスパートナー、株主や投資家、事
業拠点の地域社会に暮らす人びとなどの事業活動に関連する人権課題について、ス
テークホルダーとの対話に努めています。事業拠点の地域社会に暮らす人びとに対
して、地域固有の文化や慣習を尊重し、生産や雇用についての責任を果たすだけで
なく、企業市民としてより良い地域社会づくりへ貢献する地域コミュニティとの共生
を目指しています。

組織の自然関連課題の特定と評価における先住民族、地域社会と影響を
受けるステークホルダーとのエンゲージメント
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1. ガバナンス

a. 取締役会による監督体制

　LIXILでは、自社の成長と持続的な価値創造とともに、地球環境と社会に対して
インパクトを拡大することを目指し、事業運営の変革を進めています。インパクト
を創出するための変革には、適切なガバナンス体制を構築し、リスクや機会、指標
と目標に対する進捗確認とモニタリングを行うことが重要です。
　LIXILは、取締役会がサステナビリティ全体を監督するガバナンス体制を構築して
います。当社の取締役会は社外取締役 8 名を含む取締役 10 名で構成されており、
独立した立場から高い監督機能を発揮し、コーポレート・ガバナンスをより強固で
実効性あるものとしています。
　取締役会では、執行役会より報告された目標、実行計画、進捗状況などについて
議論、監督を行っています。加えて、取締役会は気候変動、自然資本および生物
多様性を含めた環境課題などのサステナビリティ課題の取り組み状況について、執
行部門から定期的に報告を受け、監督しています。また、これらに対する独自の取
り組み方針・戦略である環境戦略の妥当性や実現可能性を検討・承認し、経営戦略
との整合性を継続的に確認しています。
　取締役会が決定した基本方針に基づく業務執行の決定機関である執行役会は、
環境課題を含めた重要課題に対する取り組み方針・環境戦略を策定します。執行
役会では、環境戦略に関する審議を行い、承認した内容を半期ごとに取締役会へ
報告しています。また、四半期ごとに社外取締役に対してインパクト戦略委員会の
審議について報告しています。
　また LIXIL は、本社環境部門長が議長を務める環境戦略審議会を設置し、原則
年 4 回開催しています。環境戦略審議会は、「LIXIL 環境方針」をはじめとする環境
ガバナンスに関わる方針や規程の制定、気候変動、自然資本および生物多様性に
関するリスクや機会を含む環境課題に対する目標や戦略、施策の審議、LIXIL 全体
の環境目標の達成に向けた進捗管理を行います。環境戦略審議会で審議された気
候変動・自然資本に関わるリスクや機会を含む内容は、インパクト戦略委員会に報
告・決議され四半期ごとに執行役会に報告されています。

TCFD TNFD

　2026 年 3 月期の環境戦略審議会では、環境戦略の 3 つの重点領域である「気
候変動対策」「水の持続可能性の追求」「資源の循環利用の促進」の目標管理とモニ
タリングを行いました。併せて、気候変動リスクへの対応策となる中期目標の新規
追加など、各領域における次期目標の更新や具体的な施策について討議し、環境
戦略の実行と強化を進めました。また施策を推進するにあたり必要となる環境ガバ
ナンス体制の確認や、水不足リスク管理方針の策定などについて審議・報告を行い
ました。
　取締役会が気候変動や自然資本に関するリスクおよび機会の戦略に対して有効な
監督機能を果たすためには、適切なスキルおよびコンピテンシーが不可欠です。当
社では、「サステナビリティ（地球環境や人権を重視する考え方）」を、当社のすべ
ての取締役が共通して有するべき姿勢・視点と考えています。指名委員会では、取
締役候補者の選定にあたり、各取締役候補がサステナビリティの姿勢・視点を有し
ていることを確認するとともに、個々の社外取締役候補者が有する専門性の高いス
キルのバランスを考慮し、取締役会の構成を議論しています。

環境マネジメント体制

2026 年 4月現在
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b. 取締役および執行役が担う役割と責任

　CEOは、執行役会での協議・決議および取締役会での監督を通じて、気候変動、
自然資本および生物多様性から生じるリスクや機会を含む環境課題に関わる経営
判断の最終責任を負っています。
　各会議体の議長および委員長は、担当する会議体における決定事項の実行と管
理の責任を負っています。また、事業組織を担当する執行役が、より具体的な事業
計画の実施やモニタリングについての責任を負っています。

　LIXILでは、経営の監視・監督をする取締役の報酬と、業績の責任を担う執行役
の報酬を別体系としています。取締役が執行役を兼務する場合は、執行役の報酬
制度を適用します。
　執行役の報酬制度は、基本報酬、業績連動報酬および株価連動報酬により構成
されています。個人別の報酬については、報酬委員会が執行役の職責、業績のほか、
業績目標や ESG に関する取り組み課題などを踏まえて報酬水準および報酬ミック
スを決定しています。さらに、業績連動報酬では、単年度の財務数値には直ちに
現れないものの、将来の企業価値向上に結実する貢献などを総合的に評価し、顕
著な成果に報いる仕組みを導入しており、気候変動や自然資本に関する環境戦略
の推進が直接的に評価される設計としています。
　一方、取締役（社外取締役を含む）の報酬制度は、経営の監視・監督機能が持続
的な企業価値向上に資することが求められるため、基本報酬と株価連動報酬により
構成しています。これにより、気候変動や自然資本の課題に対する適切な監督機能
を発揮することが、中長期的な企業価値（株価）に反映されるというスタンスのもと、
株価連動報酬を通じてESGに関連するパフォーマンスが間接的に考慮・共有される
仕組みとしています。

TCFD TNFD

詳細：環境ガバナンス　　  コーポレート・ガバナンス体制　　  取締役の指名理由及び期待される役割　　  役員報酬

会議体名称

環境戦略審議会

インパクト戦略委員会

　　　　　　　          議長および委員長

本社環境部門長

執行役専務 Chief Impact Officer,
広報・渉外・Impact 戦略 担当

c. 人権尊重とステークホルダーエンゲージメント

　LIXILは、自然資本および生物多様性を含めた環境課題が、人権や地域社会と深
い関わりを持っていることを認識しています。例えば、LIXILの使用している原料の
調達地において、環境管理が不適切な場合、周辺コミュニティが依存する生態系サー
ビスの劣化につながり、地域住民の生活が圧迫される可能性があります。人権と
自然資本および生物多様性を含めた環境課題との関連性を認識した上で、LIXIL は
人権尊重を事業活動の基本とした「LIXIL 人権方針」を定めています。「LIXIL 人権
方針」は、「国際人権章典」や国際労働機関（ILO）の「労働の基本原則および権利
に関する宣言」、「ビジネスと人権に関する指導原則」をはじめとする国際規範に準
拠しています。当社の事業活動は、この方針に基づき、お客さま、サプライヤーな
どのビジネスパートナー、工場や事業所周辺地域の皆さま、従業員など、すべての
ステークホルダーの人権に配慮しています。

　人権方針の策定に加え、人権に与える影響が特に大きいとされ、潜在的な人権リ
スクの低減に注力すべき人権重要分野を定めるなど、人権デューデリジェンスの強
化に取り組んでいます。
　人権デューデリジェンスを強化・徹底するため、法務・コンプライアンス・内部監
査担当の執行役が人権課題を監督するガバナンス体制を構築しています。人権
デューデリジェンスの実施や報告の透明性を図る「人権デューデリジェンス・タスク
フォース」で議論を実施し、環境課題と同様に、その内容はインパクト戦略委員会
を通じて執行役会に報告され、取締役会が進捗状況を監督しています。
　また、従業員やお客さま、サプライヤーなどのビジネスパートナー、株主や投資家、
事業拠点の地域社会に暮らす人びとなどの事業活動に関連する人権課題について、
ステークホルダーとの対話に努めています。事業拠点の地域社会に暮らす人びとに
対して、地域固有の文化や慣習を尊重し、生産や雇用についての責任を果たすだけ
でなく、企業市民としてより良い地域社会づくりへ貢献する地域コミュニティとの共
生を目指しています。

TNFD

詳細：人権の尊重        LIXIL 人権方針

詳細：ステークホルダーエンゲージメント

https://www.lixil.com/jp/impact/environment/environment_detail.html#governance
https://www.lixil.com/jp/about/governance/framework.html
https://www.lixil.com/jp/about/board/reason.html
https://www.lixil.com/jp/about/governance/compensation.html
https://www.lixil.com/jp/impact/foundation/h_rights.html
https://www.lixil.com/jp/about/governance/pdf/Human_Rights_Principle_jp.pdf
https://www.lixil.com/jp/impact/foundation/stakeholder.html
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　LIXILは、責任ある調達と製品の安定供給、そして最終的にはサプライチェーン全
体での付加価値向上のために取り組んでおり、国連グローバル・コンパクトの人権、
労働、環境、腐敗防止の 4分野・10原則を踏まえた上で、「調達方針」および「調
達先に関するコンプライアンス基本規程」に則り、世界中のサプライヤーとの健全
なパートナーシップのもと、調達活動を行っています。
　サプライヤーに対しても、適用される法令の遵守、人権尊重・倫理的な行動を示
した調達先行動指針に則った活動を求めています。この行動指針では、従業員に
対する人権の尊重に加えて、「環境汚染による生活基盤の破壊」や「土地の権利の
不法な立ち退き」などを禁止し、事業拠点の地域社会に負の影響を及ぼさないよ
う求めています。また、直接のサプライヤーのみならず、その先のサプライヤーに
対しても同行動指針の遵守を期待する旨を記載しています。

詳細：サプライチェーン マネジメント 調達先行動指針

https://www.lixil.com/jp/impact/foundation/supply_chain.html
https://www.lixil.com/jp/impact/foundation/pdf/Supplier%20CoC_jp.pdf
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2. 戦略

2.1.1 リスクと機会の特定

2.1 気候変動を含めた環境課題に関するリスク・機会分析

　LIXILは、下記のとおり短期・中期・長期の期間を軸に、気候変動が自社のバリュー
チェーンや社会全体にもたらす政策・規制や市場変化による移行リスク、異常気象
などの物理リスクの中で、特に事業への影響が大きいと想定されるリスクと機会を
特定するためにシナリオ分析を実施しました。

TCFD

　シナリオ分析では、国際エネルギー機関（IEA）や気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）が公表する複数の既存シナリオを参照の上、次の 2 つのシナリオを想定し
ました。

区分

長期

中期

短期

期間

10 ～ 30 年

3 ～ 10 年

0 ～ 3 年

　　　　　　　　　　　　    背景

環境ビジョン実現への 2050 年目標までの期間

環境ビジョン実現への中期目標、Science Based Targets や
SDGs の目標年として定める 2030 年までの期間

事業計画と整合しながら環境活動を進める今後 3年間

※1 1.5℃シナリオに基づくパラメータがない場合は、2℃シナリオに基づいたパラメータを使用

4℃
シナリオ RCP8.5

環境規制が強化されず、物理的な影響が大きいシナリオ

環境規制の強化は見送られ、省エネ関連の補助金は強化され
ず、ZEH 普及は大きく進展しない。台風や洪水などの異常気
象による製造設備への損害などの物理リスクが増加する。一
方、災害対策・災害復興製品の需要が増加する。

シナリオ名 出所シナリオの概要

1.5℃
　シナリオ※1

RCP2.6

IEA SDS

IEA NZE

RCP4.5

NDCs

パリ協定の目標である
「産業革命前からの気温上昇を1.5℃未満に抑える」ことを
想定した、政策移行の影響が大きいシナリオ

環境規制が強化され、炭素税などの導入によりエネルギー価
格や原材料価格が高騰する。一方、省エネ関連規制の義務化
や補助金制度が拡充され、日本において新築住宅の ZEH 水準
の住宅着工比率が向上するとともに、住宅の高性能化のため
のリフォームが活性化される。その影響で、高断熱・省エネ・
創エネに関わる製品・サービスの需要が増加する。
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2022年3月期は、前記の複数シナリオにおいて、事業への影響が大きいと想定されるリスクと機会を下記のとおり特定し、2030年における財務影響を可能な限り定量化しました。
2023年3月期からは、気候変動との関連性の高い水や資源に関わる戦略と合わせて統合的に管理しています。

2.1.2 シナリオ分析を通じて特定されたリスクと機会が及ぼす影響

※1 Scope 1, Scope 2 の CO₂排出量に対して炭素税（国際エネルギー機関 [IEA] が公表する 1.5℃目標実現のために導入が必要と想定される炭素税価格を使用）が課せられた場合の想定額を算出
※2 世界資源研究所（WRI）が提供する Aqueduct Floods および 日本の各自治体のハザードマップを用いて、全生産拠点の浸水リスクを評価（事業継続計画 [BCP] によるリスク低減を加味せず、生産拠点の立地条件のみに基づく）し、国土交通省の治水
　　 経済調査マニュアルが提示する浸水高さごとの想定停止日数と、該当拠点の 1 日当たりの生産高を乗じて損失額の平均値を算出
※3 日本政府が掲げる 2030 年目標における家庭部門 66％削減の実現に向け、2030年時点で新築住宅および既築住宅の ZEH比率が向上した前提のもと、主な関連製品のシェア・単価・利益率から利益額を算出

節水・水質改善などに
貢献する製品の需要増加

下流 中期～長期
製品・サービス、

市場、
資源の効率性

定量化に必要な
パラメータ不足のため
財務影響は非算出

8

渇水などに伴う
自社工場の操業停止による
売上機会の喪失

直接操業 短期～長期 未対応の残余リスクは低いため
財務影響は非算出4 物理（慢性）

気温上昇による
自然災害や健康被害に対応した
製品の需要増加

下流 短期～長期
製品・サービス、

市場、
強靭性

低炭素材料を利用した製品、
資源循環に配慮した製品などの
需要増加

下流 中期～長期
製品・サービス、

市場、
資源の効率性

ZEH 普及や
リフォーム拡大による
省エネ製品・サービスの需要増加

市場の変化による
原材料・部材調達コストの増加

直接操業、上流 中期～長期
気候影響は

従属的かつ軽微なため
財務影響は非算出

定量化に必要な
パラメータ不足のため
財務影響は非算出

売上への影響は
限定的なため
財務影響は非算出

台風や洪水に伴う自社工場の
被災による売上機会の喪失 直接操業 短期～長期 約 15億円※2

気候変動を含む環境課題のリスクと機会 時間軸リスクと
機会の種類

バリューチェーンの
影響を受ける場面

財務影響の程度

炭素税導入による
操業コストの増加

直接操業 中期～長期 約100億円※1 追加課税なし

約200億円※3 成り行きを
維持

リ
ス
ク

機
会

1.5℃シナリオ 4℃シナリオ

1

2

3

下流 短期～長期

自社への影響

5

6

法規制、技術、
市場

物理（急性）

7

法規制、技術

製品・サービス、
市場、

エネルギー源

炭素税など、各国のカーボンプライシング政策強化により、全工場で操業コスト増
加の影響がある。特に、燃料消費が多く、既存技術での脱炭素化が困難なアルミ材
料工場（ハウジングテクノロジー事業）やセラミック焼成工程のある工場（ウォーター
テクノロジー事業）への影響が大きい。

全生産拠点の立地に基づく浸水リスクを特定し、「想定停止日数×1日当たり生産高」
から年平均損失額を15億円と算出。過去の被害実績や今後想定されるリスク分析等
を踏まえた各拠点の BCP 強化により、実際の損失リスクは算出値を下回る見込み。

全生産拠点の立地評価に基づき、メキシコ､インド､タイ､中国の水リスクの高い拠点
（ハウジングテクノロジー、ウォーターテクノロジー事業）を特定。追加の実態調査の
結果、全対象拠点で BCP の観点から水リサイクル設備導入やリスク管理強化を既に
実施しており、未対応の残余リスクは極めて低い。

建物の環境性能に関する規制強化や補助金拡充により、省エネ製品・サービスの需
要が高まる。特に未開拓のリフォーム需要が本格化する日本市場をはじめ、グロー
バル全体で断熱建材や創エネ･蓄エネ製品（ハウジングテクノロジー事業）、節水･節
湯製品（ウォーターテクノロジー、リビング事業）の売上拡大が見込まれる。

建物の環境性能に関する規制強化や顧客要望により、低炭素･資源循環に配慮した素
材開発、製品化を通じた事業拡大が期待できる。特に、リサイクルアルミや廃プラ・
廃木材などを循環利用する素材開発・製造技術に強みがあるハウジングテクノロジー
事業の売上拡大が見込まれる。

自然被害から暮らしを守る住宅建材や被災現場で健全な生活を送るための衛生設備、
また、気温上昇による熱中症や感染症から身を守る商品の需要が高まる。ただし、
これらは各事業の基幹商品から派生した一部の付加価値商品であるため、売上拡大
による事業への財務影響は限定的。

地域ごとに異なる水リスクに対し、世界 150 カ国以上で事業を展開する LIXIL では、
高度な節水性能や浄水機能を最適化して地域特性に合わせたソリューションを提供可
能。特に、水回りのグローバル製品ブランド（INAX､GROHE､American Standard）
を展開するウォーターテクノロジー事業では、グローバルな市場シェア拡大と売上拡
大が見込まれる。

原材料調達から製品製造までを一貫して行う LIXIL において、アルミの市場価格は
ハウジングテクノロジー事業、黄銅の市場価格はウォーターテクノロジー事業の
収益性に大きく影響する。ただし、金属価格の変動要因は経済状況や為替･金利な
どが支配的であり、気候リスクは従属的かつ軽微なため、全社的な事業リスクに
組み込んで管理している。



2.2.2 自然との接点の特定（Locateフェーズ）

　LIXILの事業活動と自然との接点を明らかにするため、直接操業の全拠点と、
原材料の生産地（可能な場合は最上流の鉱山・森林など）、上流における活動拠点
を対象として「影響を受けやすい地域」の評価を実施しました。この特定には、
TNFD が定める 5つの評価基準に則ったデータベースを用いて評価を行いました。
加えて、LIXIL はかねてより事業活動において水が重要な資源であると認識し取り
組みを継続していることから、直接操業の水リスクの観点については評価基準を厳
格化し、水不足リスクと水質リスクに関する評価を行い、水不足リスクが 8 拠点で
あることを追加特定しました。
　「影響を受けやすい地域」と評価された拠点に対してバイオーム（周辺の生態系）
情報を特定し、Evaluateフェーズでの依存と影響の評価に反映しました。なお、こ
の後に実施したEvaluateおよび Assessフェーズ分析の結果より、Locateフェーズ
で特定した「影響を受けやすい地域」においては重要な自然への依存・影響・リスク・
機会が存在するため、優先地域として選定しました。

TNFDの定める「影響を受けやすい地域」の評価基準

1. 生物多様性にとって重要
2. 生物多様性の完全性が高い
3. 生態系の完全性が急速に低下
4. 物理的な水リスクが高い
5. 先住民・地域コミュニティ・ステークホルダーへの
便益を含む生態系サービスが重要

[ 使用したデータベース ]

影響を受けやすい地域の特定 : IBAT( Key Biodiversity Areas、 IUCN Red List of Threatened Species、 STAR Threat 
Abatement and Restoration Scores)、WWF Water Risk Filter、 Biodiversity Intactness Index、 Critical Natural 
Asset Layers、Ecoregion Intactness Index

バイオームの特定 : IUCN Global Ecosystem Typology
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2.2 自然資本・生物多様性に関するリスク・機会分析

　LIXILは、TNFD が提唱する LEAP アプローチに基づいて、バリューチェーン上流
と直接操業における自然への依存と影響および優先地域を特定し、自然に関連する
リスクと機会の評価を行いました。

2.2.1 分析対象スコープの決定（Locateフェーズ）

　分析対象の絞り込みにあたって、事業セグメントごとのバリューチェーンと、使用
原材料を整理しました。ウォーターテクノロジー事業、ハウジングテクノロジー事業、
リビング事業のバリューチェーンで発生するプロセスと SBTN が開発した自然への影
響が大きい原材料リストである HICL に該当する原材料に対して、ENCORE を用い
て自然への依存度と影響度を整理し評価を行いました。その結果、バリューチェーン
においては「上流」と「直接操業」による依存と影響が高いことを確認しました。
　対象原材料は、ウォーターテクノロジー事業、ハウジングテクノロジー事業、リ
ビング事業それぞれの主要製品の原材料である「アルミ」「銅」「セラミック」「木材」
とし、HICL に該当する原材料の 90% 以上を評価の対象としています。

TNFD

ウォーターテクノロジー事業

リビング事業

事業セグメント 主要製品原材料

ハウジングテクノロジー事業 サッシ、エクステリアアルミ

水栓金具銅

セラミック 衛生機器、タイル

インテリア建材木材

洗面化粧台、キッチン
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2.2.3 依存と影響の特定（Evaluateフェーズ）

　自然関連のリスクと機会は、事業活動に関わる自然への依存と影響から生じます。これを特定するために ENCORE を使用し、文献調査を追加することで定性的な評価を行いま
した。その結果、アルミや銅などの金属、セラミックは原材料の採掘や加工時において自然への影響が大きく、木材は原材料を伐採する森林における自然資本への依存が大きいこ
とがわかりました。

事業と自然資本との依存・影響関係

★生態系サービス ★インパクトドライバー （TNFDにおける定義）

水資源

事業に関連する自然資本 （TNFDで定義される「環境資産」）

陸域生態系 陸地 大気系鉱物およびエネルギー資源

影 響 影 響影 響 影 響

金属
（アルミ、銅） 木材

供給サービス

★水の供給
★採掘対象の鉱物資源
 （その他の供給サービス）

調整・維持サービス

★降雨パターンの調整
★水質浄化
★水流の調整
★洪水の緩和

供給サービス

★バイオマスの供給
★水の供給

調整・維持サービス

★洪水の緩和
★暴風からの緩和
★土壌・堆積物の保持
★世界的な気候調整

陸域／淡水域／
海洋（生態系）の
利用と用途変更

★淡水利用の範囲
★海底利用の範囲

陸域／淡水域／
海洋（生態系）の
利用と用途変更

★陸域生態系利用の変化

気候変動

★GHG排出

汚染

★非GHG大気汚染物質の排出
★水質・土壌への有害汚染物質の排出
★攪乱（例 : 騒音・光）

依 存 依 存 影 響影 響

供給サービス

★水の供給
★採掘対象の鉱物資源
 （その他の供給サービス）

調整・維持サービス

★降雨パターンの調整
★水質浄化
★水流の調整
★洪水の緩和

資源開発

★その他の非生物的資源の採取

気候変動

★GHG排出

汚染

★非GHG大気汚染物質の排出
★水質・土壌への
　有害汚染物質の排出
★攪乱（例 : 騒音・光）

依 存

セラミック



「LIME3」を用いてネイチャーフットプリント評価を行いました。
　その結果、循環型低炭素アルミ「PremiAL」は、新地金のみで製造されたアルミ
形材と比較して自然資本への影響を最大で 1/5 程度まで大幅に低減できることが確
認されました（ページ１１ 図1）。また、バージンアルミが自然資本に与える影響の
80% 以上は、ボーキサイト採掘や精錬工程を含む上流工程に由来することを特定し
ました。リサイクル材を使用する場合（PremiAL、PremiAL R100）では、この環境負
荷の大きい上流工程の影響を低減することができます。そのため、再生地金製造工程
が追加されることを踏まえても、工程全体で自然資本への影響が低減されています。
　また、新地金製造の上流工程の国別の影響を分析した結果、国ごとに自然資本へ
の影響の傾向が異なるため、調達先の変更によって双方への影響を一律に低減する
ことは困難であることもわかりました。（図2）

　国内外の木材を比較分析した結果、単位バイオマスあたりのインパクトは、生物
多様性の重要度が高い東南アジアなどの地域からの調達において極めて高くなる傾
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金属原材料の自然資本への依存と影響の比較評価
（天然資源とリサイクル材）

　アルミや銅などの金属は、バリューチェーンの「上流」にあたる鉱山での採掘や加
工時において、水資源の大量利用や土地の改変、温室効果ガスや汚染物質の排出な
どを通じて自然資本へ極めて大きな負のインパクトを与えます。同時に、冷却や洗浄
のための水供給、水質浄化、降雨パターンの調整といった生態系サービスに強く依存
しています。
　LIXILではアルミや銅などの原材料について、リサイクル材使用による天然資源（バー
ジン材）の使用削減に取り組んでいます。リサイクル材使用による環境負荷低減効
果を検証するため、ENCOREを活用し、バリューチェーンのプロセス（上流、直接操業、
下流）ごとに金属原材料の自然資本への依存と影響を評価しました。さらに、すべて
の原材料が天然資源（バージン材）である前提での分析と、これをリサイクル材に置
き換えた場合の比較分析を実施しました。

アルミ形材のネイチャーフットプリント評価

　リサイクル材使用による自然資本への影響の低減効果をさらに定量的に検証する
ため、新地金（バージン材）のみで製造されたアルミ形材と循環型低炭素アルミ
「PremiAL（リサイクルアルミ使用比率60%以上）」「PremiAL R100（リサイクルアル
ミ使用比率100%) 」を対象に、ライフサイクルアセスメント（LCA）の手法である

　その結果、直接操業の自然資本への依存・影響度はほかのプロセスよりも相対的
に小さく、天然資源（バージン材）を利用した場合の「上流」が最も大きな依存・影
響度を示すことがわかりました。加えて「上流」で天然資源（バージン材）をリサイ
クル材に置き換えることで自然資本への依存・影響を大幅に低減できるという結果が
得られました。LIXILでは、引き続き自然喪失を回避するリサイクル材使用を推進して
いきます。（活動についてはページ 23「5. 具体的な事例」をご参照ください）

金属原材料の自然資本への影響と依存

上流
（バージン金属）

依存度

下流

直接操業

影
響
度 上流

（リサイクル金属）

図1. アルミ形材製造工程の自然資本への影響評価結果

0%
バージン材

■ 生物多様性　　■ 一次生産　　■ 社会資産　　■ 人間健康
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向が確認されました。さらに日本国内の人工林からの調達であっても、伐採後の再
造林が未実施であるなど森林管理状態が悪化していた場合にはインパクトが急増
し、高リスクとされる東南アジア地域からの調達に匹敵する負荷を生み出すことが
判明しました。
　本評価により、国や地域ごとのリスク傾向が定量的に裏付けられたと同時に、国
産材・輸入材を問わず、実際の環境負荷は伐採地における森林管理の実態に強く依
存することが示されました。この結果を受け、木質材料利用における自然資本リス
クを適切に低減していくためには、自社が調達している木材の伐採地までのトレー
サビリティの把握に加え、地域や森林管理の実態をより解像度高く把握していくこ
とが重要であると再認識しました。

金属

金属
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「LIME3」を用いてネイチャーフットプリント評価を行いました。
　その結果、循環型低炭素アルミ「PremiAL」は、新地金のみで製造されたアルミ
形材と比較して自然資本への影響を最大で 1/5 程度まで大幅に低減できることが確
認されました（ページ１１ 図1）。また、バージンアルミが自然資本に与える影響の
80% 以上は、ボーキサイト採掘や精錬工程を含む上流工程に由来することを特定し
ました。リサイクル材を使用する場合（PremiAL、PremiAL R100）では、この環境負
荷の大きい上流工程の影響を低減することができます。そのため、再生地金製造工程
が追加されることを踏まえても、工程全体で自然資本への影響が低減されています。
　また、新地金製造の上流工程の国別の影響を分析した結果、国ごとに自然資本へ
の影響の傾向が異なるため、調達先の変更によって双方への影響を一律に低減する
ことは困難であることもわかりました。（図2）

　なお、LIXIL は、「金融/投資機関による自然関連情報開示促進と国際標準化を前
提としたネイチャーフットプリントの開発と実証事業」（内閣府BRIDGE）に、事業者

木材調達における自然資本インパクトの定量評価

　木質材料の生産は森林が提供するバイオマス供給や気候調整などの生態系サービ
スに依存する一方、不適切な伐採は土地の改変、森林減少、生物多様性の喪失といっ
た不可逆的な負のインパクトを自然資本に与えます。
　LIXIL の木質建材における主要な原材料（パーティクルボードや MDF）は、製材の
端材や間伐材などの未利用資源を有効活用することで、新たな森林伐採を抑制して
いるものの、原材料の出自（伐採地の環境や管理状態）によっては、依然として自然
資本劣化のリスクを内包しています。
　東南アジアの一部地域における原生林毀損のリスクが指摘されるなど、木材生産
に伴う自然資本への影響は調達国や現地の森林管理状態に大きく左右されます。国
内外の様々な地域から木材を調達する LIXIL は、これらの違いによるリスクを客観的・
定量的に検証するため、株式会社シンク・ネイチャーの支援のもと、自然資本への負
荷を評価しました。具体的には以下の2つのアプローチを用いてリスクを可視化して
います。

メンバーとして参画しています。本プロジェクトにおいて早稲田大学（伊坪研究室）
などとともに、LIME3を改良した新たな評価手法の開発と実証を進めています。本
プロジェクトへの参画を通じて手法の高度化に貢献するとともに、開発された知見を
「PremiAL」の自然資本影響評価に反映し、さらなる価値向上を目指します。

　国内外の木材を比較分析した結果、単位バイオマスあたりのインパクトは、生物
多様性の重要度が高い東南アジアなどの地域からの調達において極めて高くなる傾

　リサイクル材使用による自然資本への影響の低減効果をさらに定量的に検証する
ため、新地金（バージン材）のみで製造されたアルミ形材と循環型低炭素アルミ
「PremiAL（リサイクルアルミ使用比率60%以上）」「PremiAL R100（リサイクルアル
ミ使用比率100%) 」を対象に、ライフサイクルアセスメント（LCA）の手法である 図2. アルミ新地金製造における上流工程の生産国別影響評価

（日本が輸入している新地金生産国における製造工程の評価と比較を実施）
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• 生物多様性インパクト（BIM）の導入：調達量から推定される伐採面積に対し、
対象地域の生物多様性の重要度と林業による損失率を乗じてインパクトを算出
しました。

• 森林タイプの区分と重要度評価：衛星データに基づき、調達元の森林を「管理
されない自然林」「人為的に管理される自然林」「人工林」に分類し、さらに野
生生物の分布データに基づく保全優先度を評価に組み込みました。

向が確認されました。さらに日本国内の人工林からの調達であっても、伐採後の再
造林が未実施であるなど森林管理状態が悪化していた場合にはインパクトが急増
し、高リスクとされる東南アジア地域からの調達に匹敵する負荷を生み出すことが
判明しました。
　本評価により、国や地域ごとのリスク傾向が定量的に裏付けられたと同時に、国
産材・輸入材を問わず、実際の環境負荷は伐採地における森林管理の実態に強く依
存することが示されました。この結果を受け、木質材料利用における自然資本リス
クを適切に低減していくためには、自社が調達している木材の伐採地までのトレー
サビリティの把握に加え、地域や森林管理の実態をより解像度高く把握していくこ
とが重要であると再認識しました。

木材

いずれの指標とも
低い調達国の選定は困難



　国内外の木材を比較分析した結果、単位バイオマスあたりのインパクトは、生物
多様性の重要度が高い東南アジアなどの地域からの調達において極めて高くなる傾
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といった生態系サービスにも依存しています。一方で、事業活動に伴う大量の水利
用や、工場からの排水による水質・土壌への汚染物質の排出が、自然に対する主な
インパクトドライバーとなります。特にバリューチェーン上流においては、金属原材料
などの採掘・精錬プロセスが、現地の水資源や水質に大きな負の影響を与える可能
性があると評価されています。LIXIL は資源循環の取り組みとして、天然資源（バー
ジン材）の使用を抑え、リサイクル材などの活用を積極的に推進しています。この取
り組みは、結果として最も水負荷の大きい上流の採掘・精錬工程を回避することにつ
ながるため、原材料の調達から製造段階に至るまでの「水環境へのインパクト」を
大幅に低減する効果も生み出しています。

事業活動における水への依存と影響

　LIXIL は、製造工程や原材料（アルミ、銅、セラミックなど）の採掘・加工における
洗浄や冷却において、「水の供給」に強く依存しています。また、安定した操業を維
持するためには、自然がもたらす「降雨パターンの調整」や「水流の調整」、「水質浄化」

水リスク拠点の特定

　Locate フェーズ「影響を受けやすい地域」の評価では、原材料の生産地（可能な
場合は最上流の鉱山・森林など）と上流における活動拠点、直接操業の全拠点を対
象として水リスク評価を行いました。さらに直接操業の水リスクの観点について評価
基準を厳格化し、水不足リスクと水質リスクに関する評価を行うことで流域の水不足
リスクが高い 8 拠点を特定しました。

水のインパクト評価

　水資源の状況は拠点周辺の自然の状態によって異なること、また LIXIL の直接操
業は製造工程（生産品目など）によって取水量が異なることから、事業活動における
水使用による自然資本への影響として「水のインパクト評価」を実施しました。評価
にあたっては、SBT for Nature 目標設定ガイダンスのStep 1とStep 2の手法を参
考にしています。自然への影響の大きさを取水量と水ストレススコア※1 から算定し、
それぞれの拠点における自然の状態を指標※2 からスコア化することで双方の結果を
定量評価しました。

向が確認されました。さらに日本国内の人工林からの調達であっても、伐採後の再
造林が未実施であるなど森林管理状態が悪化していた場合にはインパクトが急増
し、高リスクとされる東南アジア地域からの調達に匹敵する負荷を生み出すことが
判明しました。
　本評価により、国や地域ごとのリスク傾向が定量的に裏付けられたと同時に、国
産材・輸入材を問わず、実際の環境負荷は伐採地における森林管理の実態に強く依
存することが示されました。この結果を受け、木質材料利用における自然資本リス
クを適切に低減していくためには、自社が調達している木材の伐採地までのトレー
サビリティの把握に加え、地域や森林管理の実態をより解像度高く把握していくこ
とが重要であると再認識しました。

　違法伐採や不適切な森林管理を伴う木材調達は、森林減少や生態系の
破壊だけでなく、先住民族などの地域社会の権利侵害を引き起こす可能性
があります。こうしたリスクをサプライチェーン全体で適切に管理すること
が、自然への負の影響を軽減する基盤となります。
　LIXIL は、持続可能なサプライチェーンの構築をインパクト戦略の基盤と
位置付けています。欧州森林破壊防止規則（EUDR）などの法規制強化や
国際的な要求が高まる中、環境・人権への負の影響を生じさせるリスクが特
に高い原材料として「木材」を特定しました。今後も、サプライチェーン全
体における木材調達のデューデリジェンスを継続的に強化していきます。

木材調達におけるデューデリジェンス

※1 SBTN Unified Water Availability Dataset
※2 STARt (Total Threat Abatement Score)、Fragmentation Status of Rivers(WWF Water Risk Filter)、NCP
(Critical Natural Assets)

水

水

水

木材
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2.2.4 重要なリスク・機会の特定（Assessフェーズ）

　LIXIL の事業活動と自然との依存・影響関係を整理した結果から、中長期的に生じ
る自然関連のリスクを特定するため、Evaluate フェーズで作成した環境資産ごとの
依存・影響を示す経路図、リスク事例のデータベースである RepRisk を用いて、リ
スクのロングリストを作成しました。シナリオ策定にあたっては時間軸を 2030 年に
定め、TNFD シナリオ #2（下図参照）の世界観を想定し、バリューチェーンごとに
事業内容や事業地域を考慮した内容を反映しています。重要なリスクは、網羅的な
リスクの中から特定・抽出しました。その上で、機会については、特定したリスクを
回避する観点から、TNFD の機会類型や外部ソースより収集した情報を参考に幅広
く洗い出し、重要な機会として特定しています。

循環利用を開始しました。メキシコの工場においては、政府との井戸水利用契約（コ
ンセッション）に基づく取水量の上限を厳格に順守しつつ、水削減施策を実行してい
ます。

　国内外の木材を比較分析した結果、単位バイオマスあたりのインパクトは、生物
多様性の重要度が高い東南アジアなどの地域からの調達において極めて高くなる傾

想定シナリオ

生態系サービス　　　　　の劣化度緩やか

シナリオ #1
自然の喪失による
損害は少ないが、

自然への関心は高く協調的

シナリオ #2
自然の喪失による損害は

甚大であり、
自然への関心も高く協調的

シナリオ #3
自然の喪失による
損害は少なく、

自然への関心も低く分断的

シナリオ #4
自然の喪失による損害は

甚大であるが、
自然への関心は低く分断的

実現可能性が高いと
考えられるシナリオ

急速

低い

高い

市
場
原
理
と
非
市
場
原
理
の
一
貫
性

図タイトル図タイトル図タイトル図タイトル図タイトル

〈インパクトの定量化モデル〉
自然へのインパクトを以下の計算式で算出・評価しています。

〈評価結果：優先拠点の特定〉

インパクトの大きさ（Ip） ＝ 圧力（P） × 圧力に敏感な自然の状態（SoNP）

• 圧力（P）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 各工場の「取水量」実績値
• 圧力に敏感な自然の状態（SoNP）. . . . . その地域の「水ストレススコア」など
　　　　　　　　　　　　　　　     （水不足の深刻度）

高リスク拠点におけるヒアリング調査と具体的な取り組み

　この精緻なインパクト評価によって特定された高リスク拠点を中心に、洪水・渇水・
水質汚染といった物理リスクの実際の状況や現地の規制動向について詳細なヒアリ
ング調査を実施し、より具体的な対応策の検討と水リスク拠点のモニタリングを継続
していきます。
　直接操業拠点における具体的な取り組みとして、インドのVGA工場では、2024 年
7 月に無排水（ZLD：Zero Liquid Discharge）システムを稼働させました。また、
タイのトステムタイ工場では、水処理事業者が当社工場内にリサイクル設備を設置・
運営し、そこで浄化された再生水を継続的に購入するWPA（Water Purchase 
Agreement：水購入契約）方式を採用し、2026年2月より表面処理最終放流水の

　さらに、その地域の一般的な自然の重要度を示す「自然の状態（SoNB）」も評価
軸に加え、総合的に分析しています。

　各拠点について算出した数値をもとに、Ip（インパクト）とSoNB（自然の状態）
それぞれをランク付けしたものを、SBTN のガイドラインに従って統合し、最終的な
優先順位を決定しました。全拠点を対象に分析を行った結果、上位10% にあたる
「8 拠点」を優先拠点として特定しました。

向が確認されました。さらに日本国内の人工林からの調達であっても、伐採後の再
造林が未実施であるなど森林管理状態が悪化していた場合にはインパクトが急増
し、高リスクとされる東南アジア地域からの調達に匹敵する負荷を生み出すことが
判明しました。
　本評価により、国や地域ごとのリスク傾向が定量的に裏付けられたと同時に、国
産材・輸入材を問わず、実際の環境負荷は伐採地における森林管理の実態に強く依
存することが示されました。この結果を受け、木質材料利用における自然資本リス
クを適切に低減していくためには、自社が調達している木材の伐採地までのトレー
サビリティの把握に加え、地域や森林管理の実態をより解像度高く把握していくこ
とが重要であると再認識しました。 [ 使用したデータベース ]

SoNP（圧力に敏感な自然の状態）： SBTN Unified Water Availability Dataset（水ストレス、枯渇リスクなど）
SoNB（自然の状態）：STAR（生物種レベルの絶滅リスク貢献度）、WWF Water Risk Filter（河川の分断状況）、Critical 
Natural Assets（生態系サービスの重要度）

水
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重要なリスクと機会

重要なリスク / 機会 影響内容 依存

市場

急性

慢性

製品・
サービス

資源効率

評判

製品・
サービス

資源効率

政策・
法規制

N/A N/A市場の変化による原材料・部材調達コストの増加上流

N/A N/A環境負荷低減に向けた設備導入によるコストの増加直接操業

• 水の供給 ・水使用
・GHG排出
・非GHG大気汚染物質の排出
・水質・土壌への有害汚染物質の排出
・固形廃棄物の発生と排出

自社工場における環境関連法規制への未対応による企業価値毀損

直接操業

・水の供給
・その他の調整・維持サービス _ 大気と生態系による希釈

・淡水利用の範囲
・水使用
・その他の非生物的資源の採取
・GHG排出
・非GHG大気汚染物質の排出
・水質・土壌への有害汚染物質の排出
・水質・土壌への栄養汚染物質の排出
・固形廃棄物の発生と排出

調達先における環境関連法規制の未対応による調達活動の停止

上流

・洪水の緩和
・暴風雨の緩和

・GHG排出台風や洪水に伴う自社工場の被災による売上機会の喪失

直接操業 ・水の供給
・水質浄化
・水流の調整

・GHG排出
・水使用
・水質・土壌への有害汚染物質の排出

渇水などによる自社工場の操業停止による売上機会の喪失

・採掘対象の鉱物資源（その他の供給サービス）
・固形廃棄物の浄化
・水質浄化
・その他の調整・維持サービス _ 大気と生態系による希釈

・土地利用の範囲
・その他の非生物的資源の採取
・水質・土壌への有害汚染物質の排出
・水質・土壌への栄養汚染物質の排出
・固形廃棄物の発生と排出

原材料の採掘などに伴う生態系破壊による調達活動の停止

上流

・採掘対象の鉱物資源（その他の供給サービス） N/A低炭素材料を利用した製品、資源の環境性に配慮した製品などの需要増加

直接操業 ・水の供給
・水質浄化
・水流の調整

・淡水利用の範囲
・水使用

節水・水質改善などに貢献する商材などの需要増加

N/A N/Aサプライチェーンにおける環境データのトレーサビリティ構築によるレジリエンスの向上上流

・採掘対象の鉱物資源（その他の供給サービス） N/A天然資源の消費を回避する多様化された事業活動による競争力の向上
直接操業

N/A N/A資源効率化に向けた技術革新の投資及び新技術の導入による企業価値向上

移
行
リ
ス
ク

物
理
リ
ス
ク

機
会
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重要なリスク・機会への対応戦略

バリューチェーン 関連する目標気候 対応戦略

調達

市場変化による原材料・部材調達コストの増加

自然 環境課題のリスクと機会

上
流

商品
下
流

製造
自
社

移行リスク 政策 市場

市場

政策 市場

政策 市場

● ●

調達先における環境関連法規制への未対応による調達活動の停止
移行リスク 政策

● ●

原材料の採掘などに伴う生態系破壊による調達活動の停止
物理リスク 慢性

●

サプライチェーンにおける環境データのトレーサビリティ構築による
レジリエンス向上

機会
●

自社工場における環境関連法規制への未対応による企業価値毀損
移行リスク 政策

● ●

炭素税導入による操業コストの増加
移行リスク 政策

●

環境負荷低減に向けた設備導入によるコストの増加
移行リスク 政策

● ●

資源効率化・脱炭素化に向けた技術革新の投資及び新技術導入による
中長期の収益基盤強化

機会
● ●

台風や洪水に伴う自社工場の被災による売上機会の損失
物理リスク 急性

● ●

渇水などに伴う自社工場の操業停止による売上機会の損失
物理リスク 慢性

● ●

ZEH 普及やリフォーム拡大による省エネ製品・サービスの需要増加
機会 政策

●

低炭素材料を利用した製品、資源循環に配慮した製品などの需要増加
機会 市場

● ●

気温上昇による自然災害や健康被害に対応した製品の需要増加
機会 市場

● ●

節水・水質改善などに貢献する製品の需要増加
機会 市場

● ●

活動基盤の強化

■ 環境マネジメント
全生産拠点で ISO14001に準じた環境マネジメントシステムを運用し、内部監査による確認・改善プロセスを回すことで、環境法規
制への未対応リスクを最小化しています（生産拠点の ISO14001取得率90.4％）。

■ サプライチェーンマネジメント、サプライヤーエンゲージメント
調達先行動指針およびグリーン調達ガイドラインに基づくリスク評価と是正支援（改善率100%）を継続するとともに、GHG排出
量上位 80%を占めるサプライヤーへの GHG算定・削減支援を推進しています。今後は、環境データの一元管理システムを導入し
適用範囲を拡大することで、トレーサビリティ向上を通じたサプライチェーンのレジリエンス強化を図ります。

資源の
循環利用の促進

■ リサイクル材使用による新規投入資源の最小化
30 年にわたるアルミリサイクル技術の開発とサプライヤーとの強固なパートナーシップにより、業界トップクラスのリサイクル
アルミ平均使用比率 86％を実現しています。その環境価値を強みに、循環型低炭素アルミ「PremiAL」シリーズとして収益化して
います。GROHEブランドでは水栓金具の合金精錬工程を内製化し、原材料の黄銅の80％をリサイクル材に転換しています。

■ 資源効率性の高い製品の拡充
パーツの更新・アップグレードが可能な設計の導入や、所有から利用へ転換するサービスモデルの展開により、ライフサイクル
全体の資源投入量を抑制するとともに、顧客との接点増加を通じた中長期的な関係強化と新たな収益機会の創出を推進しています。

■ 再資源化困難な廃棄物の再利用
再資源化困難な廃棄物を再利用した「revia」など、独自の製法技術による循環型素材の開発・市場創出を通じ、社会へのインパクト
拡大と事業成長の両立を図っています。その一環として、成長投資としての「revia」量産化に加え、自治体連携による廃プラの地
域循環システム構築を推進し、環境価値を強みとした差異化戦略を実行する持続的な事業基盤の構築を進めています。

 工場の
CO2排出削減

■ 省エネ・再エネの推進
現場での省エネ活動の深化や天然ガスへの燃料転換などに加え、構造改革を通じた生産効率化により、抜本的な排出削減を推進し
ています。電力の再エネ化は、採算性や安定調達性を考慮して自社投資やオンサイト PPA を優先しつつ、地域特性を踏まえた最適
な再エネ化を推進しています。これらにより、通常の投資枠内でキャッシュフローの健全性を維持しながら、Scope1&2 の
49.7％削減を実現しています。

■ 技術革新への投資
高温炉における水素への燃料転換や、設置制約を克服する薄型軽量太陽光パネルの導入など、脱炭素化に向けた革新技術の実証を
進めています。また、企業連携による水素 SC構築や自社の副生水素回収など、将来の水素調達に向けた活動にも取り組んでいます。

Scope 3 ＣＯ₂ 排出量
2031年3月期までに

  -30%※

リサイクルアルミの
使用比率

2031年3月期までに
100%

Scope 1+2  ＣＯ₂ 排出量
2031年3月期までに

  -50.4%※

水の使用効率向上
2031年3月期までに

+20%※

新築戸建て住宅向け
高性能窓の販売構成比
2031年3月期までに
100%（日本）

節湯水栓・節水型トイレの
販売構成比

2031年3月期までに
100%（日本）

節水製品による
水使用削減貢献量
2031年3月期時点で
年間 20億m³

水リスク管理

■ 水リスク評価、水の使用効率向上
WWF Water Risk Filter や LEAP アプローチを用いたリスク評価に基づき、取水価格高騰や規制リスクが顕在化している拠点へ
優先的に投資することで、採算性とリスク低減を両立させています。具体的には、タイでの雨水・廃水リサイクルやインドでの無
排水システム（100％循環）導入などにより、グローバル全体で水使用効率を 33.3％向上させました（2019年 3月期比）。

■ 自然災害への BCP対応
過去の洪水被害やリスク分析を通じて BCP 策定を強化し、設備の防水対策や排水機能を強化するとともに、保険による財務補償を
確保しています。あわせて、調達先の多角化や代替生産体制の構築により、自然災害下での供給体制を強化しています。

製品・サービスを通じた
気候変動対策

■ 住宅の高性能化、リフォーム推進
高性能製品の拡充に加え、省エネ住宅設計支援ツールの提供や体験型ショールーム「住まいスタジオ」の開設、日本最大級のリフォー
ムネットワークの展開を通じ、川下領域において多角的な市場基盤を確立しています。メーカーの枠を超え、需要創出から施工ま
でを一貫してサポートする独自のバリューチェーンにより、拡大するリフォーム需要を収益へと直結させています。

■ 太陽光関連ビジネスモデル創出
合弁会社「LIXILTEPCO スマートパートナーズ」を通じ、太陽光発電と電力供給を組み合わせたサービスを展開することで、住宅
の ZEH 化とレジリエンス向上に貢献しています。さらに、本モデルで創出した再エネ価値をクレジットとして自社活用し、追加コ
ストを抑制しながら Scope2 削減を実現するなど、顧客価値と自社の脱炭素化を両立させる独自のエコシステムを確立しています。

■ 気候変動への適応商品の拡充
暴風雨から住まいを守るシャッターや熱中症を防ぐ「外付け日よけ」に加え、断水・避難時でも安全な衛生環境を提供するトイレ
や可動式アメニティブースなどの拡充を通じ、住宅と社会の両面でレジリエンス向上に貢献しています。

製品・サービスを通じた
水の持続可能性の追求

■ 節水製品による水使用削減
節湯水栓や節水型トイレ、循環型シャワー、IoT 漏水検知システムなど、各地域の特性に合わせたソリューションを、世界各地で
深く根付いた強固なブランドを通じて展開しています。あわせて、官民連携を通じた下水道未整備地域への排水処理システム導入
により、公衆衛生向上と地下水汚染防止を図るとともに、社会課題解決を起点とした次なる成長市場の基盤形成を進めています。

※基準年：2019年3月期

2.3 リスクと機会への対応戦略

　TCFDのシナリオ分析と TNFDの提唱する LEAPアプローチに基づいた分析を通じて特定されたリスクと機会への対応策を環境戦略に反映させることで、事業の持続的な成長や将来リスクの低減につなげ、企業としてのレジリエンスを高める取り組みを進めて
います。LIXIL Playbookでは、経営における戦略的な優先課題の一つに「環境戦略の事業戦略への統合」を設定し、この課題に対する対応策を推し進めることにより、企業価値向上と、社会や地球環境へのインパクトの拡大の両立を目指します。

TCFD TNFD
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　LIXILでは、2030 年をマイルストーンとして設定し、事業プロセス、自社バリュー
チェーン、インパクトの拡大の 3 つのフェーズにおいて CO₂排出量を削減する様々
な施策に取り組んでいます。

事業プロセス

　事業プロセスにおいては、省エネルギー対策、燃料転換、電力の再生可能エネ
ルギー化などの環境施策に加えて、経営戦略として工場統合や事業ポートフォリオ
最適化などの構造改革を実行することで、抜本的な Scope 1、Scope 2 の CO₂
排出削減に取り組んでいます。2031年3月期までに50.4%を削減する中期目標
に対して、2026年3月期に49.7% 削減を達成し、当初の線形的な削減ロードマッ
プを前倒しする経路で進捗しています。また、高温域の製造工程における水素への
燃料転換や、設置制約を克服する薄型軽量太陽光パネルの導入など、次世代技術
の実証試験を通じた知見の蓄積により、中期目標達成後の「2050 年までにCO₂
排出量実質ゼロ」までシームレスな削減活動を行うべく準備を進めていきます。

自社バリューチェーン、インパクトの拡大

　自社バリューチェーンにおいては CO₂排出量の 80％以上を占める「製品使用」
と「調達」に注力しており、製品の省エネ化はもちろんのこと、サプライヤーエンゲー
ジメントやリサイクル材使用による新規投入資源の最小化によってリスクの低減を
図っています。こうした自社バリューチェーン内の取り組みにとどまらず、社会への
インパクト最大化に向けた下記のような取り組みを進めることで、リスク低減と同
時に事業機会を捉え、持続的な成長につなげています。

　多角的・戦略的な事業展開のなかでも、LIXILの「インパクトの最大化」を結実さ
せる象徴的な施策が、独自の資源循環技術に基づく製品展開です。リサイクルアル
ミ使用比率の高い循環型低炭素アルミ「PremiAL」や、再資源化が困難だった廃
プラスチックと廃木材を再利用した循環型素材「revia」など、高い環境付加価値
と独自技術によって差異化された製品を拡大していくことで、社会へのインパクト
拡大と持続的な成長を両立させています。これらの展開を下支えすべく、上流工程
においては長年培ったサプライヤーとの強固なパートナーシップに加え、顧客企業
とのアルミサッシ水平リサイクルや、自治体と連携した廃プラスチックの循環利用
など、独自の資源循環エコシステムを構築しています。これにより、高品質なリサ
イクル資源の安定調達を実現するとともに、高い参入障壁による長期的な競争優位
性を確かなものとしています。 
　今後は、日本国内におけるリフォーム事業のさらなる強化や、中東・インドなど
の成長市場における節水製品の売上拡大を軸に、事業戦略としてインパクト拡大を
加速させます。さらに、資源循環性の高い事業や商品への転換と新技術の実装を
全社的に進めることで、脱炭素社会・資源循環型社会への移行を起点とした持続
的な企業価値の向上を図っていきます。

2.4 移行計画 TCFD • 新築戸建て向け高性能窓や節湯水栓・節水型トイレの日本での販売構成比率を、
2031年3月期までに100%とする目標を掲げ、暮らしのエネルギー効率を高める
製品を通じて、建物からのCO₂排出削減と低炭素社会への移行を推進

• 節水性能の高い製品・サービスを通じて2031年 3 月期までに年間 20 億㎥の水使
用量削減に貢献することを目指し、節水型の水栓・トイレや、循環型シャワーシステム、
IoTによる漏水防止対策ソリューションなど、グローバルで深く根付いた強固なブラン
ドを強みに、地域特性に合わせたソリューションを展開

• 新たなビジネスモデルとして太陽光発電・蓄電池と電力販売を組み合わせたサービス
を展開する合弁会社の創設や、省エネ住宅設計支援やリフォームネットワーク構築に
より川下領域での強固な市場基盤を確立するなど、メーカーの枠組みに捉われない
新たな成長機会を自ら創出
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事業プロセスにおける移行計画

エネルギー
消費削減

Scope 1+2
ＣＯ₂ 排出量

2031年3月期までに
  -50.4%

（基準年：2019年3月期）

Scope 1、2
共通

燃料の
低炭素化 /
脱炭素化

Scope 1

電気の
再エネ化

Scope 2

FYE2019 (BM) FYE2020 FYE2021 FYE2022 FYE2023 FYE2024 FYE2025 FYE2026 FYE2027 •　•　••　•　•　•　• FYE2031 •　•　• FYE2050

設備更新、運用改善による省エネ

構造改革による生産効率化

低炭素燃料への転換 （石油系燃料 → 天然ガス）

太陽光発電設備の導入、再エネ電力の購入契約 （自社投資、PPA）

クレジットによるオフセット 

再エネ価値の購入 （再エネ証書、クレジット）

ビジネスを通じて創出した再エネクレジットの活用

低温工程、動力の電化 高温工程の電化

脱炭素技術の導入

実績 2030年目標 2050年目標

脱炭素技術の調査・検証 （水素への燃料転換、CCUなど）

49.7％
削減

50.4％
削減Scope 2

Scope 1

ネットゼロ

FYE2020～2023

IoT活用による炉の省エネ （日本）
下妻工場：保持炉、ビレット加熱炉の燃焼状態の見える化による効率最適化

FYE2022～2024

水素への燃料転換の技術検証 （日本）
• セラミック焼成、アルミ溶解実験成功（東京ガス試験炉）
• アルミ形材のエージング実証試験成功（LIXIL 量産設備）

FYE2022～2023

副生水素回収検証 （日本）
• アルミ表面処理での水素回収実証試験成功（LIXIL 量産設備）

FYE2021

クレジット利用による水栓金具工場のカーボンニュートラル達成　• Hemer 工場、Lahr 工場、Porta Westfalica 工場、Albergaria 工場、 Klaeng 工場

FYE2026～ 薄型軽量太陽光パネルの導入実証 （日本）
気象条件の異なる4工場（栗沢、一関、粕川、有明）の壁面･屋根に導入し発電性能を比較検討

FYE2025～

水素調達の検討、水素 SC 構築推進  （日本）
• 中部圏水素利用協議会への参画

FYE2025～

水素･CCU などの調査・導入検証の継続  （日本）

CO₂削減量
300t /年

FYE2014

アルミ材料工場統合
小矢部工場 増設
（生産能力 3.5 倍に増強）

FYE2011

メガソーラー設置（日本）
• 有明 SOLAR POWER
• 岩井 SOLAR POWER

FYE2017

アルミ材料工場統合（日本：6→5拠点）
久居工場
鋳造･押出･表面処理工程停止

FYE2013

キッチン工場統合（日本：4→3拠点）
水戸工場 閉鎖

FYE2017

シャワートイレ工場統合（日本：2→1拠点）
青山工場 閉鎖

FYE2024～2026

衛生陶器焼成炉の更新 （メキシコ）
Santa Clara 工場：新しい高効率トンネルキルンを
導入し、古いシャトルキルンを 5基停止

FYE2026

大型タイル焼成炉の導入 （日本）
常滑東工場：最新の大型シャトルキルン
導入により焼成時間を大幅短縮

CO₂削減量
2,500t /年

FYE2023～2025

アルミ材料工場 燃料転換 （日本）
有明工場：重油･LPG･灯油 → LNG

CO₂削減量
1,300t /年

CO₂削減量
15,000t /年

FYE2021

アルミ材料工場統合
有明工場 鋳造工程停止

CO₂削減量
5,000t /年

FYE2015

メガソーラー設置（日本）
• 須賀川 SOLAR POWER

FYE2017～2020

メガソーラー設置（日本）
• 知多 SOLAR POWER
• 熊山 SOLAR POWER
• 水口 SOLAR POWER
• 広川 SOLAR POWER
• 青山 SOLAR POWER

FYE2022

太陽光自社投資（タイ）
• TOSTEM THAI

FYE2023

フィジカルPPA（メキシコ）
• Aguascalientes 工場
• Tlaxcala 工場
• Santa Clara 工場
• Monterrey 工場

FYE2024

太陽光自社投資
• Da Nang工場 （ベトナム）
• 江門工場（中国）

FYE2023

オンサイトPPA（ドイツ）
• Hemer 工場

FYE2023

アルミ材料工場統合
（日本：5→4拠点）
前橋工場 閉鎖

CO₂削減量
28,000t /年

FYE2024

壁パネル事業終了（米国）
Alpena 工場 閉鎖
Toledo 工場 閉鎖

FYE2024～2025

衛生陶器工場統合
（中国 :3→2 拠点､タイ :2→1拠点）
HMS工場 閉鎖・Rayong工場 閉鎖 

CO₂削減量
100,000t /年

FYE2026

窯業サイディング事業終了（日本）
旭トステム外装 (株)  鹿島工場 閉鎖

CO₂削減量
9,000t/年CO₂削減量

7,000t /年
CO₂削減量
5,000t /年

 再エネ拡大の検討
 （自社投資、オンサイトPPA、フィジカルPPAなど）

LWT海外事業における
生産拠点の再編 （中国）

発電量
8,000MWh

発電量
13,000MWh

発電量
95,000MWh

発電量
8,000MWh

発電量
4,000MWh

発電量
4,000MWh

発電量
2,000MWh FYE2025

太陽光自社投資
• TOSTEM THAI（タイ）

FYE2026

太陽光自社投資
• TOSTEM THAI（タイ）

発電量
2,500MWh

FYE2026

オンサイトPPA
• LIXIL GLOBAL MANUFACTURING VIETNAM（ベトナム）

発電量
4,000MWh

FYE2024

オンサイトPPA
• 有明工場 （日本）
• Klaeng 工場（タイ）
• Albergaria 工場（ポルトガル）
• Lahr 工場（ドイツ）

発電量
9,000MWh

発電量
2,500MWh

燃料転換の検討
（重油･LPG･灯油 → LNG）
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バリューチェーン、インパクト拡大における移行計画

原材料の低炭素化

建材・住宅設備の高性能化

製品の省エネ性能向上、電化

ステークホルダーと連携した循環システム構築

サプライヤーエンゲージメント （アンケート、説明会、算定支援など）
サプライヤーデータのトレーサビリティ向上、協働での CO₂削減

Scope 3
ＣＯ₂ 排出量

2031年3月期までに
-30%

（基準年：2019年3月期）

FYE2019 (BM) FYE2020 FYE2021 FYE2022 FYE2023 FYE2024 FYE2025 FYE2026 FYE2027 •　•　••　•　•　•　• FYE2031 •　•　• FYE2050

実績Scope3 排出量 2030年目標 2050年目標

18.5％削減 30％削減

インパクト拡大

カテゴリ11
製品使用

カテゴリ 1
調達

Scope3
ネットゼロ

2010 年

サプライヤー協働による
アルミリサイクル材の安定調達開始

2015 年

国内外のアルミ材料工場で
アルミリサイクル技術を標準化

2009～2012 年

使用済みアルミサッシの不純物を除去する選別技術の研究（NEDO事業）

1998 年

アルミリサイクル
技術の研究開始

2001 年

リフォーム内窓
「インプラス」発売

2011 年

高断熱ハイブリッド窓
「サーモスH」発売

2024 年

マンション窓リフォーム
「リプラスマンション用」発売

2025 年

国産木材を使用した窓 
「TW WOOD」発売

2022 年

トリプルガラスの
ハイブリッド窓「TW」発売

2021 年

アジア共通の生産プラットフォーム化
アジア市場で高性能窓シリーズ展開

2017 年

リフォーム窓
「リプラス」発売

「グリーンアルミ原材料」戦略的活用
自
社
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン

断
熱

節
水

供
給
網

適
応

資
源
循
環

創
エ
ネ

イ
ン
パ
ク
ト
拡
大

調達

製品使用

従来
ビジネス
の進化

ビジネス
モデル
変革

リサイクルアルミの使用比率
2031年3月期までに 100%

2025 年

廃プラ地域循環システム構築
（協業先：三重県津市）

2026 年

アルミサッシ循環システム構築
（協業先：大和リース）

業界初

2024 年

水の使用最適化 IoTデバイス
「Droplet」発売

2024 年

循環型シャワーシステム
「Everstream」発売

 2025 年

熱エネルギー再利用シャワーシステム
「RAPIDO HEAT RECOVERY」発売

2024 年

布製浴槽を備えた浴室空間
「bathtope」発売

業界初

多様なチャネル展開によるリフォーム市場の深耕

2005 年

タッチレス水栓
「ナビッシュ」発売

2009 年

節水技術
「EcoJoy」発売

2013 年

節水トイレ
「SATIS」刷新

2016 年

節水トイレ
「Sensia Arena」刷新

2017 年

水漏れ検知システム
「Sense Guard」発売

2018年

節水シャワー
「Genie」発売

2020 年

米国WaterSense 認証取得
節水トイレ「Studio S」発売

トイレ空間をリース
「with CUBE」発売

2012 年

日本最大級リフォームFC・VC構築
（FC：約 400店、VC：約 9,400 店）

2013 年

外付け日よけ
「スタイルシェード」発売

2019 年

断水時に使える
「レジリエンストイレ」発売

2020 年

可動式アメニティブース
「with CUBE」発売

2020 年

住宅用シャッター
耐風圧性能1.5倍に強化

2017 年

“快適な住まい”の体感施設
「住まいスタジオ」開設

2024 年

窓･ドアリフォームVC
全国 47 都道府県進出

2026 年

リノベーション新VC
「DUUO」立ち上げ

2020 年

住宅の省エネ基準義務化対応
「省エネ住宅シミュレーション」提供開始 業界初

業界初

気候変動への適応商品の拡充

資源効率性の高い製品の拡充 （アップグレード、所有から利用へ転換するサービスモデル）
2006 年

機能部のみアップグレード
「リフレッシュシャワートイレ」発売

2017 年

部分交換で浄水機能を後付け
「取替浄水スパウト」発売

2021 年

Groheの 4つの製品で
 「Cradle to Cradle®」認証取得

2020 年

公共トイレのメンテナンスDX
IoTサービス「LIXIL Toilet Cloud」開始

2022 年

ZEH 普及を目的とした合弁会社
「LIXIL TEPCO スマートパートナーズ」設立

2017 年

実質負担ゼロで太陽光設置
「建て得」サービス開始

2018 年

「建て得」で創出された
環境価値のクレジット化開始

2023 年

屋内設置型太陽光発電設備
「PVロールスクリーン」発売

2025 年

蓄電池事業開始
「建て得でんち」

2021 年

循環型低炭素アルミ
「PremiAL」シリーズ展開
（2025年標準展開） 

2022～2025 年

再エネ関連事業、製品・サービスの展開

循環型素材
「revia」
ローンチ

2023 年

窯業系新素材
「textone」
ローンチ

2024 年

リサイクル材、廃棄物の再利用による製品付加価値化

日本初 世界初

循環型低炭素アルミ「PremiAL」循環型素材「revia」

事業戦略

ハウジングテクノロジー事業

ウォーターテクノロジー事業

リビング事業

日本市場における
リフォーム事業の強化

ウォーターテクノロジー事業

中東・インドなどの
成長市場における
節水製品の売上拡大

新築戸建て住宅向け
高性能窓の販売構成比
2031年3月期までに100%（日本）

節湯水栓・節水型トイレの販売構成比
2031年3月期までに100%（日本）

節水製品による水使用削減貢献量
2031年3月期時点で年間 20億m³

スペアパーツ事業強化
(15年保証、物流センター新設 )

「PremiAL」の自社製品への展開

工場内の衛生陶器廃棄物
100％再原料化（榎戸工場）
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3. リスクと機会、影響の管理

a. 気候変動、自然資本および生物多様性に関わるリスクおよび
　 機会の特定・評価プロセス

　LIXILでは、気候変動、自然資本および生物多様性に関わるリスクおよび機会につ
いて、環境戦略審議会の責任のもとでTCFDおよびTNFD の提言に基づいた分析を
行い、重要なリスクおよび機会を特定し、事業への影響の度合いを評価しています。
また、それぞれの移行リスク・物理リスクを戦略およびオペレーションによる事業へ
のリスクと紐づけ、全社共通のリスク評価基準（事業計画への影響度と発生の可能
性など）に照らし合わせています。経営は、LIXIL内の事業規模の違いや外部環境の
変化などを踏まえ、リスク間の相対的な関係を考慮した上で対処すべきリスクの優先
順位を決定しています。

b. 気候変動、自然資本および生物多様性に関わるリスクおよび
　 機会の管理プロセス

　事業へのリスクに関しては、それぞれの重要性を判断した上で、あらゆる階層の組
織で対応策を立案、実行し、進捗状況のモニタリングを通じて改善する体制を敷くこ
とで、リスクを低減するための活動を展開しています。特に、気候変動、自然資本
および生物多様性に関わる移行リスクおよび機会への対応においては、環境戦略へ
の反映、環境目標・実行計画の設定、環境パフォーマンスの向上やリスク管理に関
わる施策を推進・展開しながら、進捗の管理・監督と振り返りを行うプロセスを構
築し、リスク低減に努めています。

c. 総合的リスク管理との統合

　気候変動、自然資本および生物多様性に関わる移行リスク・物理リスクを事業な
どの戦略リスクおよびオペレーショナルリスクと紐づけることで、組織全体の総合的
リスク管理との整合を図っています。戦略リスクおよびオペレーショナルリスクは定

TCFD TNFD 期的にモニターし、あらゆる事業レベルで対応策を実施することで、リスク管理に努
めています。また、監査委員会が取締役会および各種委員会へ参加し、対処すべき
優先順位の高いリスクについて有効な対策が実施されているかモニターしています。

詳細：経営方針・体制 ＞ 事業等のリスク
　　　コーポレート・ガバナンス ＞ リスクマネジメント

https://www.lixil.com/jp/investor/strategy/risks.html
https://www.lixil.com/jp/about/governance/risk_management.html
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4. 指標と目標

a. 気候変動、自然資本および生物多様性に関わる
　 リスクと機会を評価する目標

　LIXIL は、環境ビジョン「Zero Carbon and Circular Living（CO₂ゼロと循環
型の暮らし）」を掲げ、2050 年までに事業プロセスと製品・サービスによる CO₂排
出量を実質ゼロにすることを目指しています。2024 年 3 月期には、この長期目標
（long-term target）に対して、日本の建材業界で初めて SBTネットゼロ認定を取得
しました。SBTネットゼロの基準に則り、「2050 年までに Scope 1, 2, 3 の温室効
果ガス排出量を 90% 削減し、10% 以内の残余排出量を炭素除去によりゼロ」にし
ていきます。
　環境ビジョンの実現に向け、2031 年 3 月期までに Scope 1 & 2 CO₂排出量を
50.4% 削減、Scope 3 CO₂排出量を 30%削減する目標を設定し、2023 年 3 月
期には、2030 年までの CO₂削減目標の SBT認定を更新※1しました。
　また、SBTにおける削減対象ではないものの、住宅・建築物で使用されるエネル
ギーや水の削減に貢献する環境配慮製品を拡充、事業の持続的な成長に向けた気
候関連の機会を評価する指標として、国内市場では節湯水栓、節水型トイレ、新築
戸建住宅向け高性能窓の販売構成比率100%に優先的に取り組む目標や、水と資源
のリスクや機会に対応する2030 年までの中期目標を設定しています。

TCFD TNFD

※1 2019 年 3 月期比。Near-term Commitment SBT 認定

2031 年 3 月期までに年間 20 億㎥節水製品による水使用削減貢献量

2031 年 3 月期までに 100％リサイクルアルミの使用比率

水使用効率向上

2031 年 3 月期までに 95％廃棄物などのリサイクル率

2031 年 3 月期までに 20％向上
（2019 年 3 月期比）

Scope 3  CO₂排出量
リスクへの
対応

機会への
対応

2031 年 3 月期までに 100％新築戸建住宅向け
高性能窓の販売構成比（日本）

2031 年 3 月期までに 100％節湯水栓・節水型トイレの
販売構成比（日本）

詳細：目標と実績

目標指標

2031 年 3 月期までに 50.4％削減
（2019 年 3 月期比）

Scope 1 & 2  CO₂排出量

2031 年 3 月期までに 30％削減
（2019 年 3 月期比）

中期目標

https://www.lixil.com/jp/impact/strategy/kpi.html
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b. 気候変動、自然資本および生物多様性に関わる依存と影響を評価する指標 c. 気候変動、自然資本および
　 生物多様性リスクおよび機会を評価する指標の実績

　CO₂排出量（Scope 1, 2, 3 の特に重要なカテゴリー）、水使用量、廃棄物排出
量などは第三者保証を取得し、実績を開示しています。今後、左記以外のTNFD 開
示指標を用いたリスク・機会の管理を拡充していきます。

TNFD 開示指標（依存・影響）- 直接操業

測定指標
番号

インパクト
ドライバー 指標 開示状況

気候変動－ CO₂排出量※1GHG排出量

汚染 / 汚染除去C2.1 排水量※1排水量

汚染 / 汚染除去C2.2 廃棄物の処理方法別発生量※1廃棄物発生と処理

汚染 / 汚染除去C2.3 プラスチック廃棄物の発生量（国内）プラスチック汚染

汚染 / 汚染除去C2.4 NOx、SOx、ばいじんの排出量※1GHG以外の
大気汚染物質

資源の
利用と補充C3.0 水不足地域における取水量水不足地域からの

取水と消費

資源の
利用と補充A3.0 消費量および取水量※1水使用量と

取水量の合計

資源の
利用と補充A3.2 水使用効率向上率およびリサイクル水量※1水の削減、再利用、

リサイクル

TNFD 開示指標（依存・影響）- 上流バリューチェーン

測定指標
番号

インパクト
ドライバー 指標 開示状況※1

資源の
利用と補充C3.1 金属原料、木質原料、

窯業原料の調達重量
陸・海・淡水から調達した
リスクの高い天然製品の量

※1 開示場所：ESG データブック

自然への変化
（依存と影響）：
ミティゲーション
ヒエラルキー

A23.4 リサイクルアルミ使用比率循環的な材料の使用率 (%)

TNFD 開示指標（対応）- 上流バリューチェーン

測定指標番号 カテゴリー 指標 開示状況※1

自然への変化
（依存と影響）：
ミティゲーション
ヒエラルキー

A23.1 廃棄物などのリサイクル率     
i) 廃棄物または、

ii) 製品 / 原材料の流出に占める
再利用・リサイクル率 (%)

https://www.lixil.com/jp/impact/data/performance.html
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/regulations.html
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/water.html#operations


AR3T フレームワーク

TCFD・TNFD 提言に基づく情報開示レポート ｜ 23

5. 具体的な事例

　LIXILは気候変動、自然資本および生物多様性を含めた環境課題について、環境ビジョン2050 に向けた「気候変動対策」「水の持続可能性の追求」「資源の循環利用の促進」
の 3 つの重点領域を主軸とした包括的な対策によって取り組んでいます。これらの取り組みを SBTN が推奨する AR3T（Avoid, Reduce, Restore & Regenerate, and 
Transform）フレームワークに基づいて整理しました。AR3T フレームワークでは、リスクと機会への対応について自然への負の影響を回避または低減する事業活動は、自然の
復元や再生、既存の損害の緩和よりも優先されるべきとされています。

・リサイクル材使用による天然資源の使用削減
・技術設計による資源使用量の削減
・使い捨てプラスチックパッケージの削減

再生・復元

軽減

回避

変革
Transform

自然喪失への直接要因を回避する
具体的な
取り組み

・サプライチェーンマネジメント ....................................... サプライチェーンマネジメント
・未来世代へ向けた出前授業 .............................................. 未来世代のために
・LIXIL Public Partners（LPP）の取り組み ..................... 「誰もがアクセスできる革新的な衛生ソリューション」
・Science Based Targets Network のコーポレートエンゲージメントプログラムへの参加

社会システム全体の変革に貢献し、自然喪失の要因に対処する
具体的な
取り組み

具体的な
取り組み

具体的な
取り組み

・工場および周辺地域における生態系の保全活動
　 ... 「知多半島で海洋プラ問題に取り組む！ LIXIL の従業員が始めた「SEASTER」って？」

自然が回復できるように再生と復元を行う

・循環利用が困難な廃棄物の再資源化による環境負荷低減
・やきもの技術を活かした建築物の復原・再生や新素材の開発による廃棄物の低減
・新規技術開発による環境負荷低減
・長期目標の達成に向けた製造技術検証
・Scope 1, Scope 2のGHG削減に向けた取り組み ......... 気候変動対策＞事業プロセスにおける取り組み　　
・サプライヤーエンゲージメント ....................................... 気候変動対策＞自社バリューチェーンにおける取り組み
・気候変動の緩和に向けた製品・サービスの取り組み
・製品を通じた気候変動への適応 ....................................... 気候変動対策＞インパクトの拡大
・水使用効率向上に向けた取り組み ...................................  水の持続可能性の追求＞事業プロセスにおける取り組み
・節水製品による水使用削減 ..............................................  水の持続可能性の追求＞自社バリューチェーンにおける取り組み
・資源効率性の高い製品の拡充 .......................................... 資源の循環利用の促進＞自社バリューチェーンにおける取り組み
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https://www.lixil.com/jp/impact/environment/ghg.html
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/ghg.html
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/ghg.html
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/water.html
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/water.html
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/sustainable.html
https://www.lixil.co.jp/corporate/sustainability/detail/202306-seaster/
https://www.lixil.com/jp/impact/foundation/supply_chain.html
https://www.lixil.co.jp/corporate/sustainability/community/education/
https://www.lixil.com/jp/impact/sanitation/solutions.html#public_partners


自然への負の影響を回避する活動

リサイクル材使用による天然資源（バージン材）の使用削減

　LIXILでは、事業活動において金属や木材などを原材料として使用していますが、
新規に使用する天然資源を最小化するためにリサイクル材の使用を推進しています。

技術設計による資源使用量の削減

　LIXILでは、新商品開発や製品改良の過程で、使用している原材料を削減する技術
設計に取り組んでいます。

使い捨てプラスチックパッケージの削減

　LIXIL は、エンドユーザーが廃棄するプラスチックパッケージについて、環境負荷の
低い素材への代替や梱包材の削減などに取り組んでいます。GROHEブランドのイニ
シアティブ「Less Plastic Initiative」では、2018 年より製品の梱包材をプラスチッ
クから環境負荷の低い代替素材への切り替えを進め、2023 年 3 月期には梱包材か
らプラスチックを完全に排除しました。国内では、エンドユーザーの手元に届く取扱
説明書のパッケージを海洋生分解性を有するバイオプラスチックへ切り替えるなどの
取り組みを進めています。

• アルミ
ハウジング事業では長年アルミのリサイクル技術の開発に取り組み、業界トップクラ
スのアルミリサイクル使用比率86％を実現しています。2024年3月期には、原材料
の100％にアルミリサイクル材を使用した「PremiAL R100」の展開を開始しました。
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詳細：資源の循環利用の促進 > 自社バリューチェーンにおける取り組み

詳細：PremiAL

• 人工木
LIXIL の人工木デッキは、基材部の原料に木粉や木くずと、自治体が回収・再生した
再生プラスチックを使用しており、リサイクル材の使用比率は100％です。

詳細：人工木デッキ（LIXIL の eco）

• タイル
タイルの原材料には、社内で循環利用されている原材料に加えて、社外から収集し
た再生材も使用しています。社外からの再生材を 20％以上使用した製品には「グ
リーン購入法適合商品マーク」をつけています。
詳細：タイル（LIXIL の eco）

• モデルチェンジによるセラミックトップの軽量化
キッチンのセラミックトップのモデルチェンジにより、キッチンのセラミックトップを
軽量化しました。従来品と比較し重量が約2/3になるよう仕様変更を行い、課題となっ
ていた搬入時の負担を削減するとともに資源の使用量の削減を実現しています。

詳細：「本質を究めたミニマルなデザインが、上質な佇まいを演出 「RICHELLE（リシェル）」を刷新し、新発売」

• 黄銅
銅と亜鉛の合金を使用する水栓金具について、GROHEブランドの製造拠点では溶
解炉での合金精錬工程を内製化しており、最大80％は工場内外から収集したリサ
イクル材です。

• 工程内における資源の循環利用
製造工程で発生するアルミ、樹脂の端材やセラミックの工程内不良品は再原料化さ

• 薄型洗面ボウルの素材開発
洗面化粧台や手洗器のベッセルタイプに使用される洗面ボウルは、焼成中に変形し
にくく強度の高い新規の泥漿を開発することで薄肉化を実現し、資源の使用量を削
減しています。

詳細：「プラスチックごみを減らす暮らしへ 浄水カートリッジの発送梱包が紙になりました」　　 プラスチック行動宣言

詳細：「LIXIL 榎戸工場にて、製造工程で発生する陶器片を衛生陶器の原料として 100% 再資源化する製造方法を確立し、
　　　運用開始」

れ循環利用されています。木材を使用した製造工程で発生した木粉や木くずは人工
木デッキの原料に再資源化されています。

TCFD TNFD

https://www.lixil.com/jp/impact/environment/sustainable.html#valuechain
https://www.lixil.co.jp/lineup/s/premial/
https://www.lixil.co.jp/corporate/sustainability/eco/kurashi/nagakusumu/#resources
https://www.lixil.co.jp/corporate/sustainability/eco/kurashi/nagakusumu/#resources
https://newsroom.lixil.com/ja/2026050701
https://newsroom.lixil.com/ja/2024020101
https://www.lixil.co.jp/corporate/sustainability/detail/202209-cartridge/
https://www.lixil.com/jp/impact/environment/pdf/LIXIL_eco-declaration_jpn_final.pdf
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自然への負の影響を低減する活動

新規技術開発による環境負荷低減

　タイルに装飾を加えるインクジェット加飾は、タイル表面には接触せずノズルの先
端から釉薬（インク）を吹き付けることで、意匠の基となるデータを再現する先進的
な技術です。従来の方式に比べ、釉薬の種類・量の削減が可能になり、生産品種の
切り替え時に釉薬の入れ替えが発生しないため釉薬のロスを10％改善できます。ま
た、釉薬を入れ替える時に洗浄に使用する水量が削減でき、設備導入前と比較する
と水使用量を18％削減しています。

責任ある水の利用

　事業プロセスにおいては、責任ある水の利用に向けて取水量の削減と排水管理に
取り組んでいます。インドのアンドラ・プラデシュにある LIXIL India Sanitaryware
工場では、無排水（ZLD:Zero Liquid Discharge）システムを導入したことで、工
場内での水の100%リサイクルを実現しました。ZLDシステムは製造工程で使用し
た廃水処理において不純物は固形廃棄物となり、処理された水は製造工程で循環利
用されます。またこの工場ではトイレや食堂などにおける生活廃水も同様に循環利用
していることから工場からの排水がありません。この取り組みにより、取水量を低減
するだけではなく工場からの排水がなくなることで水質汚染の影響を回避します。

循環利用が困難な廃棄物の再資源化による環境負荷低減

　循環型素材「レビア」は、これまで再資源化が困難とされてきた複合プラスチッ
クをはじめ、ほぼすべての種類の廃プラスチックと、建築物の解体や補修などから
生じる廃木材を原材料としています。従来は焼却・埋め立て処分、熱回収されてき
た廃プラスチックを再資源化することで、CO₂排出量の削減にも貢献します。
2025 年 3月期に自社工場での量産体制を構築しました。

長期目標の達成に向けた製造技術検証

　2050 年までの長期目標の達成に向けて、アルミ溶解工程や、セラミック焼成工
程で使用する高温域（1000℃以上）の炉で発生するCO₂を削減するには、従来の燃
料や製造方法での取り組みを超えたイノベーションが必要です。研究段階にある新技
術の応用も視野に入れ、2030 年以降の実用化を目指した検討を開始しています。

詳細：レビア　　　「廃プラスチックと廃木材を融合した循環型素材『レビア』量産化をスタート」

やきもの技術を活かした建築物の復原・再生や新素材の開発による
廃棄物の低減

• 建築物のタイルやテラコッタの復原・再生
LIXIL の創業期より継承されたやきもの技術を活かし、歴史・文化的価値の高い建
築物に使われたタイルやテラコッタの復原・再生に取り組んでいます。復原タイル
とともに象徴的な外観を呈する旧東京中央郵便局舎の一部を保存・再生したJPタ
ワーは、創建時の白いタイルを忠実に再現し、再利用可能な既存タイルはモルタル
除去・洗浄により再生しました。

詳細：「復原プロジェクトを通じた歴史的景観と建築技術の継承」

• 未利用資源を活用した新素材の研究開発
やきものの研究や新規技術開発に取り組み、やきものの新しい価値の創造を追求
しています。「下水汚泥タイルプロジェクト」では、LIXIL のやきものの技術とデザ
イナー狩野佑真氏（NOU Inc.）とのコラボレーションにより、下水汚泥焼却灰を
100％活用した生活循環型タイルを制作しました。 詳細：「下水汚泥タイルプロジェクト」

• 水素への燃料転換に向けた実証実験
アルミ溶解工程、衛生陶器やタイルの焼成工程で使用する高温炉の検証として水素
燃焼実験を行い、従来の天然ガスと同様に問題なく水素が使用可能であることを
確認しました。加えて、高温工程以外でも水素への燃料転換を展開することを見据
えて、サッシ生産工場の量産設備で品質への影響が懸念されるアルミエージング処
理の実証実験を行い成功しました。

詳細：LIXIL、事業活動における CO2排出量実質ゼロに向けたイノベーションとして“水素燃料への転換”などを見据えた
　　　製造技術検証を始動」

詳細：「【10月は 3R 推進月間】100周年を迎える LIXIL 水まわり・タイル国内事業が進める資源循環への取り組みとは？」

https://www.lixil.co.jp/lineup/s/revia/
https://newsroom.lixil.com/ja/2024121901
https://www.biz-lixil.com/column/manufacturing/tile002/index_2.html
https://livingculture.lixil.com/ilm/facility/ceramicslab/project/poop-to-tile-project_ke/
https://newsroom.lixil.com/ja/2024102301
https://newsroom.lixil.com/ja/20230125_01

